[タイトル]

１　所有者から占有権原の設定を受けて抵当不動産を占有する者に対して抵当権に基づく妨害排除請求をすることができる場合
２　抵当権に基づく妨害排除請求権の行使に当たり，抵当権者が直接自己への抵当不動産の明渡しを請求することができる場合
３　第三者による抵当不動産の占有と抵当権者についての賃料額相当の損害の発生の有無
[判決裁判所]

最高裁判所
[判決日]

平成１７年３月１０日
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[当事者名]
上告人（被告・被控訴人）　株式会社オーセンティック
対

被上告人（原告・控訴人）　五洋建設株式会社

[事実の概要]
Ⅰ　Ｘ社は，Ａ社の注文により，Ａ社所有の土地上にホテル（本件建物）を建築した。Ａ社は，請負代金の大部分を支払わなかったたが，Ｘ社のために本件建物及びその敷地に抵当権を設定してその旨の登記を了し，Ｘ社との間で，本件建物を他に賃貸する場合にはＸ社の承諾を得ること等を合意した上で，Ｘ社から本件建物の引渡しを受けた。ところが，Ａ社は，合意に違反し，Ｘ社の承諾を得ずに，Ｂ社に対し本件建物を賃貸して引き渡し，さらに，Ｂ社は，Ｙ社に対しこれを転貸して引き渡した。その賃貸借契約及び転貸借契約は，いずれも期間を５年とする長期のもので，その賃料額は適正な額を大幅に下回り，敷金・保証金額が賃料額に比して著しく高額であり，契約当事者であるＡ社，Ｂ社及びＹ社の役員が一部共通するなどの事情からみて，Ｘ社の抵当権の実行としての競売手続を妨害する目的が認められるものであった。Ｘ社は，本件建物及びその敷地につき，抵当権の実行としての競売を申し立てたが売却に至らず，現在，その売却の見込みは立っていない。

Ⅱ　Ｘ社は，Ｙ社による本件建物の占有により抵当権が侵害されたことを理由に，抵当権に基づく妨害排除請求として，本件建物を明け渡すこと及び抵当権侵害による不法行為に基づき賃料相当損害金を支払うことを請求し，原審は，Ｘ社の請求をいずれも認容した。これに対し，Ｙ社から上告及び上告受理申立てがされた。
　本判決は，原審が抵当権に基づく妨害排除請求を認容した部分はこれを維持して上告を棄却したが，原審が賃料相当損害金請求を認容した部分は破棄して同請求を棄却した。

[判旨]
Ⅰ　抵当不動産の所有者から占有権原の設定を受けてこれを占有する者であっても，抵当権設定登記後に占有権原の設定を受けたものであり，その設定に抵当権の実行としての競売手続を妨害する目的が認められ，その占有により抵当不動産の交換価値の実現が妨げられて抵当権者の優先弁済請求権の行使が困難となるような状態があるときは，抵当権者は，当該占有者に対し，抵当権に基づく妨害排除請求として，上記状態の排除を求めることができる。
Ⅱ　抵当不動産の占有者に対する抵当権に基づく妨害排除請求権の行使に当たり，抵当不動産の所有者において抵当権に対する侵害が生じないように抵当不動産を適切に維持管理することが期待できない場合には，抵当権者は，当該占有者に対し，直接自己への抵当不動産の明渡しを求めることができる。

Ⅲ　抵当権者は，抵当不動産に対する第三者の占有により賃料額相当の損害を被るものではない。
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